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１．はじめに 

 

 道路橋示方書・同解説1)では，地域区分により日

本全土を３つの地域区分と，３つの地盤種別（Ⅰ～

Ⅲ種）のカテゴリーに分け，３×３による９つの設

計震度を用い耐震設計が実施されている．また，建

築の分野でも，条例により地震地域係数を高く設定

する地域があるものの，建築基準法に従う設計にお

いては，道路橋示方書と異なる設計震度が用いられ

ているが，同様のカテゴリーにより設定した設計震

度により耐震設計が行なわれている．  

 一方，平成７年７月に地震防災対策特別措置法が

制定され，海溝型地震や活断層等に関連する調査研

究2)が実施されてきている．また，建築の分野では，

不動産の証券化や売買を行う際に，非専門家を含む

第三者に対して耐震性能を説明する手立てとして地

震リスク評価結果を用いることが有効3)であること

から多く用いられてきており，このことを受け，日

本建築学会では各地震リスク評価機関の評価手法や

評価結果の定義をまとめ，ガイドライン4)の作成が

行なわれてきている．  

 道路橋脚においても，道路橋示方書に従うのみの

耐震設計やレトロフィットでは，非専門家への説明

性は必ずしも十分ではなく，工夫や改善を検討する

必要があると考える．そこで本論では，建築資産を

対象として実施されている地震リスク評価を道路橋

脚を対象に実施し，道路橋示方書による耐震設計と

の整合性を含め，その結果の説明性について検討す

る．なお，地震リスク評価結果の指標の一つである

予想最大損失を示すPML（Probable Maximam Loss）

は，３つの定義が現状用いられている．このことか

ら，本論では各定義のPML値，及びそれらの値の傾

向を示すとともに，道路橋脚の耐震性能を地震リス

ク評価結果をもって説明する場合の各定義ごとの特

徴について考察を加える． 

 

２．地震ＰＭＬの定義と評価手法 

 

(1) ＰＭＬの定義 

 道路橋脚が地震により被る被害（復旧費用）は，

入力地震動に対しては震源情報の不確実性をはじめ，

対象地点における地震動推定誤差，表層地盤による

増幅特性の評価誤差が考えられ，橋脚に対しては施

工精度による誤差，設計特性値の誤差，モデル化に

よる誤差等が考えられることから，信頼性理論を基

にした確率論が用いられ，評価結果である復旧費用

は確率分布として与えられる． 

 現状，建築の分野における地震リスク評価結果の

判断指標として多く用いられる指標は，予想最大損

失（PML）である．しかし，PMLには大きく３つの

定義4)が用いられている．以下に，それらの定義を

示す．  

 PML1：50年間での超過確率10％の損失を生じる

地震による90％非超過損失 

 PML2：50年間での超過確率10％の地震動強さに

よる90％非超過損失 

 PML3：50年間での超過確率10％の損失 

 

(2) 地震危険度評価とハザード曲線 

 地震による特定地域における地震動強さの推定に

は，数多くの経験式（距離減衰式）が提案されてお

り，また，震源近傍の強振動特性や長周期地震動の

評価として理論的手法が研究されてきている．ここ

に，多くのシナリオ地震を対象とする地震リスク評



 

2 

価を行う場合には，マグニチュードや震源距離，震

源深さ等を用いた距離減衰式による地震動推定が一

般的である． 

 特定地域の地震危険度を表現する図の一つに横軸

に地震動強さ，縦軸に発生確率を示すシナリオハザ

ードカーブがある．同図は，シナリオ地震の発生確

率と推定される地震動強さを求め，地震動強さの大

きい順に累積発生確率を算出し描いた図である．ま

た，前述の通り地震動評価には不確実性が含まれて

いることから，地震動評価の不確実性を考慮した地

震ハザード曲線も同様に描くことができる．地震ハ

ザード曲線は，地震動強さの超過確率を示す曲線で

あり，式(1)により算出される．ここに，
iP はシナ

リオ地震 i の発生確率， mはその総数，  ixfx | はシ

ナリオ地震 i による地震動強さの確率密度関数であ

る．なお，地震危険度を応答スペクトルを用いて表

現する場合には等確率スペクトルとして，地震危険

度が与えられる． 
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図-1 ハザード曲線 

 

(3) 脆弱性評価と被害確率関数 

 橋脚固有の振動性状や強度，耐力等を基に，橋脚

の各被害モード（軽微，小破，大破等）に対応する

地震動強さ（最大加速度，最大速度，応答加速度

等）を算出する．それらを各被害モードの耐力中央

値と設定し，構造のモデル化や施工精度に起因する

バラツキを設定し，被害確率関数を描き，各シナリ

オ地震に対する被害確率を求める．なお，想定する

被害要因が１つである場合には，地震動強さと橋脚

の耐力が，ともに対数正規分布に従うとすると式

(2)により各被害確率 )( jEP が算出される．ここに，

S は地震動強さの中央値，
S は同対数標準偏差，

jR は各被害形態に対応した地震動強さと同じ指標

に換算した耐力中央値，
R は同対数標準偏差であ

る．ただし， )( jEP は j の数値が大きくなるに従い

被害（復旧費用）が大きい被害モードとする． 
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図-2 被害確率関数 

 

(4) 復旧費用（PML1，PML2）の評価 

 地震リスクとしての復旧費用は，式(2)にて算出

した被害確率に対して，各被害モードとなる際の復

旧費用を用いることで確率分布として得られる．次

に，任意の超過確率に対応する損失（率）は，各被

害モードに対応する復旧費用率（復旧費用/全壊時

復旧費用）をC とし，復旧費用の確率関数の平均値

c と標準偏差
c より，式(4)～(6)を用いβ分布に

より復旧費用（率）を確率密度関数
cf として近似

して算出する． 

 シナリオ地震の累積発生確率を縦軸，β分布より

求めた各超過確率に対応する損失（復旧費用）を横

軸に描いたグラフがイベントリスク曲線（後掲，図

-6）である．同図より50年発生確率10％である年発

生確率1/475と，90％非超過損失のイベントリスク

曲線の交点を読み取った値がPML1として定義され

る．また，図-1に示す地震ハザード曲線より年発生

確率1/475の地震動強さを読み取り，同地震動強さ

に対し地震動評価の不確実性を除き式(2),(3)より

各被害確率を算出，β分布を用い算出された90％非

超過損失がPML2として定義される． 
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(5) 復旧費用の超過確率(PML3)の評価 

 地震被害の想定されるシナリオ地震の発生確率と，

復旧費用（率）のβ分布より，式(7)により復旧費

用の超過確率が得られる．この復旧費用の超過確率

を描いた図がリスク曲線（後掲，図-6）である．同

曲線と年超過確率1/475の交点がPML3として定義さ

れる．ここに，
iP はシナリオ地震 i  の年発生確率，

m はその総数，  icfC | はシナリオ地震 i による復

旧費用率の確率密度関数（β分布）である． 
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３．地震リスク評価対象橋脚 

 

(1) 橋脚の設定 

 異なる耐力と変形性能を有する道路橋脚モデルを

得るために，現行の道路橋示方書に規定される構造

細目（鉄筋比，被り等）を満足しながら，その設計

地震力を変化させた１２橋脚（降伏震度６種×地盤

種別２種）を想定した．なお，地盤種別は第Ⅰ種と

第Ⅱ種を想定し，第Ⅰ種地盤の橋脚は直接基礎，第

Ⅱ種地盤の橋脚は杭基礎とした． 

 

想定した道路橋は片側歩道(3m)を有する２車線の

非合成RC床版を有する５径間連続鋼Ｉ桁橋であり，

支間長は40mとした．図-3に橋脚のモデル図，表-1

に橋脚の寸法及び耐力や剛性に関わる諸数値を示す．

なお，本論では橋軸方向のみを検討対象とすること

から，剛性や耐力は同方向の値のみを示した． 

 想定橋脚は橋脚頂部に積層ゴム支承を配し，橋脚

基部に塑性ヒンジが生じるまで，基礎構造としての

降伏および積層ゴム支承の設計上の破断が生じない

ように設定したモデルである．橋脚断面は，設計水

平震度を0.2～1.2の６段階に変化させ，鉄筋の許容

応力度に降伏強度を用いた許容応力度法により設計

した．また，積層ゴム支承は橋脚の降伏水平耐力震

度に相当する震度に支承が支持する上部重量を乗じ

た水平力が作用した際に，せん断ひずみが250%以下

に留まるように設定した．ここに，設計水平震度よ

り降伏震度が高くなるのは，降伏震度算出時には全

ての軸方向鉄筋を考慮していることによる．図-4に

レベル２地震動のタイプⅠ及びタイプⅡ地震動によ

る応答を橋脚の耐力（保有耐力）で除した図を示す．

第Ⅰ種地盤ではP072(終局降伏震度0.72)より高い設

計用震度で，第Ⅱ種地盤ではP097(終局降伏震度

0.97)を若干超える震度で縦軸が1.0を下回り，現行

の道路橋示方書を満足する耐震性能となる． 

 
図-3 橋脚モデル図 
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表-1 橋脚諸元 

第Ⅰ種 第Ⅱ種 第Ⅰ種 第Ⅱ種 第Ⅰ種 第Ⅱ種 第Ⅰ種 第Ⅱ種 第Ⅰ種 第Ⅱ種 第Ⅰ種 第Ⅱ種

9,000 9,000 9,000 11,500 12,500 11,500 12,500 14,500 12,500 17,500 13,500 22,000

4,500 8,000 8,000 8,500 12,500 11,500 12,500 12,000 12,500 14,500 13,500 22,000

1,500 2,000 2,000 2,000 2,500 2,500 2,500 2,500 2,800 2,800 3,500 4,500

－ 5 － 4 － 4 － 5 － 6 － 6

－ 3 － 3 － 4 － 4 － 5 － 6

耐力（kN)

変位（m)

耐力（kN)

降伏震度

変位（m)

B2(mm)

D2(mm)

t1(mm)

n(本)

m(本)

終局塑性率(タイプⅡ)

降伏剛性(kN/m)

2次剛性比 0.014

16934

0.020

20725

1.837

0.285

11284

14.0

830888

0.017

0.355

9828

12.1

286439

14836

1.412

0.311

10507

12.6

515174

0.005

6009

0.038

6579

0.719

0.371

9148

9.6

156279

0.011

45192

0.001

3603

0.042

3779

0.431

0.450

8760

10.8

86393

7,000

5,000

0.82%

0.186

0.430

8372

8393

0.029

9539

0.971

0.83%

7,000

3,500

0.76%

7,000

4,200

0.83%

1.0 1.2

地盤種

7,000

2,000

0.26%

7,000

2,400

0.59%

7,000

P019 P043 P072 P097 P141 P184

初降耐力

終局耐力
(タイプⅡ)

等価重量(kN)

1533

0.034

1557

0.012

12.7

B1(mm)

D1(mm)

0.2 0.4 0.6 0.8

軸方向鉄筋比(%)

12704

2,800

橋脚名

設計水平震度

0.025
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(2) 被害モードの設定 

 表-1に示す橋脚の諸元を基に，橋脚が初降伏耐力

に達する変位(δy)，及び道路橋示方書におけるタ

イプⅡ地震の終局変位(δu)より，既往の研究5）を

参考に，小被害に対応する変位を弾性限変位(δy)，

大被害に対応する変位をδy＋4/3×(δu－δy)とし，

中被害に対応する変位はその中間として設定し，エ

ネルギー一定則6）を用い各被害形態に対応した弾性

応答加速度を算出した．表-2に各モデルの弾性応答

加速度に換算した耐力値を示す．  

 なお，本論では基礎-橋脚-支承系7,8)を用い，橋脚

のひび割れによる剛性低下を無視し，初降伏と終局

の２点によるバイリニアとして荷重-変位関係をモ

デル化している． 

 

(3) 復旧費用の設定 

表-1に示す橋脚の初期建設費と各被害モードに対

応する復旧費用を表-2に示す．なお，第Ⅱ種地盤の

モデルに想定した杭は，場所打ちコンクリート杭

（φ=1,200mm）とし，杭長は15mとした．また，各

被害モード（小被害，中被害，大被害）に対応する

復旧費用の算出は，以下のような被害状況を想定し

て設定した． 

 

 

小被害：ひびわれに樹脂を注入して復旧するとし

た．高さ1m当たり5本の水平ひびわれを復旧． 

中被害：橋脚基部付近を鋼板巻立て，橋脚躯体上

部はひびわれに樹脂を注入して復旧． 

大被害：杭基礎の杭体は再利用するとし，直接基

礎，杭基礎ともに橋脚躯体とフーチングを再

構築するとした．なお，撤去費用も考慮した． 

 

４．地震リスク評価 

 

本地震リスク評価では，地盤種別を含めた１２橋

脚の地震リスクの検討を行うとともに，地震危険度

（サイト特性）が地震リスク評価結果に与える影響

を検討することを目的に，橋脚の建設地として東京

と静岡の各県庁所在地を設定した．各地ともに道路

橋示方書における地域区分はＡである． 

 

(1) 地震危険度評価 

 地震調査研究推進本部における研究2)を参考に設

定した震源データに対し，距離減衰式として片岡式
9)の内陸地震を対象とする式(31)，及び海溝性地震

を対象とする式(30)を用い地震危険度を評価する．

なお，同式の地震動評価のバラツキは常用対数で

0.13～0.23であるとあるが，以下に行う地震リスク

表-2 橋脚の各被害モード耐力と復旧費用 

 第Ⅰ種 第Ⅱ種 第Ⅰ種 第Ⅱ種 第Ⅰ種 第Ⅱ種 第Ⅰ種 第Ⅱ種 第Ⅰ種 第Ⅱ種 第Ⅰ種 第Ⅱ種

1.86 1.75 1.31 1.30 1.00 1.01 0.92 0.92 0.83 0.83 0.76 0.76

小被害
中被害
大被害

8,360 15,741 12,200 21,629 19,515 29,717 21,846 39,125 25,710 61,322 31,278 115,248

小被害 2,160 同左 2,256 同左 2,352 同左 2,520 同左 2,688 同左 2,880 同左
中被害 7,155 同左 7,473 同左 7,791 同左 8,347 同左 8,904 同左 9,540 同左
大被害 10,992 14,582 16,210 18,185 26,865 24,762 29,862 31,980 34,955 46,500 43,687 102,898

1469.8

2573.6

3420.9

837.4

1588.1

2121.9

1185.5

2107.7

2787.6

初期建設費（千円）

１次固有周期
(sec)
179.5

398.5

515.3

402.8

821.3

1085.9

地盤種
P019 P043 P072 P097 P141 P184橋脚名

復旧費用
（千円）

643.7

1241.2

1651.8

耐力

(cm/sec2)

表-3a 東京のシナリオ地震

図-5a 東京の地盤種別加速度応答スペクトル（h=0.05）
(1) 第Ⅰ種地盤 (2) 第Ⅱ種地盤

1 1703,1923 関東                M8.0 371 0.0013

2 1855 江戸                     M7.0 281 0.0153

3 ( 139.60 , 35.70 )            M7.0 238 0.0000

4 ( 139.70 , 35.60 )            M7.0 238 0.0000

5 ( 139.60 , 35.60 )            M7.0 238 0.0000

・・・・・

震源名 地震規模
PBA

(cm/sec2)

年発生
確率

0

1

10

100

0.10 1.00 

Ac
c.

(m
/s

ec
2
)

Period(sec)5.00
0.1

1

10

100

0.10 1.00 

Ac
c.

(m
/s

ec
2
)

Period(sec) 5.00

表-3b 静岡のシナリオ地震

図-5b 静岡の地盤種別加速度応答スペクトル（h=0.05）

(1) 第Ⅰ種地盤 (2) 第Ⅱ種地盤

1 南海トラフ全域 M8.6 890 0.0015

2 東海・東南海連動 M8.4 849 0.0054

3 南海トラフ全域 M8.3 828 0.0015

4 東海・東南海連動 M8.2 805 0.0054

5 南海トラフ全域 M8.1 781 0.0015

・・・・・

震源名 地震規模
PBA

(cm/sec2)

年発生
確率

※ PBA：工学的基盤面最大加速度
0 

1 

10 

100 

0.10 1.00 

Ac
c.

(m
/s

ec
2
)

Period(sec) 5.00

0.1

1

10

100

0.10 1.00 

Ac
c.

(m
/s

ec
2
)

Period(sec) 5.00
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評価では，バラツキを地盤種や周期に関わらず一律

とし，標準偏差を自然対数で0.45とした． 

距離減衰式により，当該サイトの工学的基盤面に

おける最大加速度が大きい上位5位のシナリオ地震

の震源データを表-3に，上位50のシナリオ地震によ

る第Ⅰ種地盤，第Ⅱ種地盤それぞれの地表面での加

速度応答スペクトル（h=0.05）を図-5に示す．また，

同図には50年に10％の発生確率の等確率加速度応答

スペクトルを破線で示している．等確率スペクトル

は，大きな地震動を生じる海溝地震の発生確率が高

いことから，各サイトに想定される最大地震による

スペクトルよりも大きくなっている． 

 

(2) 橋脚の地震リスク評価モデル 

 橋脚の損傷は，橋脚が連続する系としてではなく，

橋脚単体の損傷により評価し，脚軸直角方向の損傷

は無視し脚軸方向のみの損傷により評価した．また，

橋脚の被害モードは無被害の他に表-2に示す３つ

（小被害，中被害，大被害）としてモデル化した． 

橋脚への入力地震動強さは１次固有周期における

5%減衰の加速度応答値，橋脚の耐力中央値は表-2に

示す弾性応答加速度とし，既往の研究10)を参考に，

橋脚の耐力のバラツキは対数標準偏差（自然対数）

で各橋脚の各被害形態ともに0.3とした． 

 

(3) 地震リスクカーブ 

地震リスク評価結果であるリスク曲線を，代表し

てP072の耐震性能を有する橋脚のみについて図-6に

示す．同図には，シナリオ地震に対する期待損失率

（NEL）と90％非超過損失（PML）のイベントリス

ク曲線，および損失（復旧）費用の超過確率を示す

リスク曲線を示している． 

道路橋示方書に示される同一の地震地域係数の地

域においても，その地震危険度が大きく異なること

から，復旧費用は大きく異なることが確認された．

また，初期建設費および復旧費用の設定が異なるも

のの，第Ⅰ種地盤と第Ⅱ種地盤の結果にも大きな差

が生じていることより，表層地盤の増幅特性を含め

て地震リスク評価を実施する必要性があることが確

認された． 

 

(4) ＮＥＬとＰＭＬ 

 図-7に各サイトの地震危険度による各橋脚の

PML1と，同地震による期待損失率（NEL475）を示

す．東京の地震危険度を用いた結果によると，耐震

性能を向上させることで，NEL475及びPML1ともに

低くなり，耐震性能の向上を地震による復旧費用を

用いて表現することが可能であるとが確認された．

ただし，静岡では，第Ⅰ種地盤を想定する場合には

概ね同様の結果が確認されるものの，第Ⅱ種地盤で

は復旧費用率は低下するが復旧費用に換算すると耐

震性能を向上をはかることによる初期建設費が高く

なることより，耐震性能を向上させてもあまり変わ

らない結果が得られた． 

次に，PMLの定義の違いによる結果の比較を行う．

PML1とPML2には図-8(1)に示す関係があり，橋脚

の耐震性能や地震危険度により変わるものの ,概ね

PML1≦0.5の範囲ではPML1≒PML2であり，それを

超える範囲ではPML2≧PML1といった結果となる．

同様に図-8(2)に示すPML1とPML3の関係より，概

(1) 第Ⅰ種地盤 (2) 第Ⅱ種地盤

図-6b P072の地震リスクカーブ：静岡 図-7b 各橋脚のNEL475とPML1：静岡
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図-6a P072の地震リスクカーブ：東京 図-7a 各橋脚のNEL475とPML1：東京
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ねPML1≧PML3の関係が得られた． 

 図-9に，図-4に示す各橋脚のタイプⅡ地震動に対

する設計用応答値/降伏耐力を横軸に，縦軸にPML1

を示した図を示す．東京の場合には，横軸が1.0を

超えるあたりからPML1の値は大きくなり始め，静

岡では1.0より小さくなると全損額に近い復旧費用

率から，復旧費用が低減される効果が確認された． 

 以上より，PMLの定義により結果は異なり，PML

を用いて耐震性能を検討する場合には，どの定義に

よるべきか判断が重要となることが分かる． 

 ここに，道路橋脚の地震による復旧費用は，橋脚

が散在していることを考慮し，ポートフォリオ評価

により求める必要があり，地震動強さを先行して評

価するPML2の定義では同一シナリオ地震に対する

散在施設の評価をすることができないことから，

PML1もしくはPML3による定義により評価が実施さ

れることとなる．次に，リスク曲線から求められる

PML3の定義は，直接的にシナリオ地震と損失が関

係する指標ではないことから，実際の被災状況との

整合性の検討や，シナリオ地震を特定した耐震対策

の際には，PML1による定義が説明性が高い指標と

なると判断される．  

 

５．まとめ 

 

・道路橋の耐震性能を，地震リスク評価で用いられ

る復旧費用を指標として，その説明性の検討を行っ

た．結果，道路橋示方書に示す耐震性能の向上を復

旧費用の低減という値で示すことが可能であり，非

専門家においても理解しやすい指標の一つとなり得

ると判断された． 

・本論では橋脚単体の軸方向の耐震性能を用いた検

討を行ったが，本来は連続する系として評価する必

要があるとともに，散在する施設として評価する必

要がある．  

・道路橋脚は連続する系として道路としての機能を

確保しており，地震による１つの橋脚の損傷は広い

範囲の道路機能へ影響を与えることとなる．このこ

とから，本論に示すような資産価値を守る評価と同

時に，機能確保の検討も重要となる． 
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図-8 PML1，PML2，PML3の比較 図-9 設計基準とPML1
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